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成長期待企業のイチオシ！

中小企業のための
ひょうご産業SDGs推進宣言事業・認証事業

ひょうご産業活性化センターは中小企業のSDGsの取り組みを支援しています。
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ジェイ・トレイ㈱

ひょうご中小企業技術・
経営力評価制度を活用して 社長

堀 芳明

●自社の現状を客観的に確認できた
●技術力を評価され自信が持てた
●社内制度改定のきっかけになった

雌伏の時を乗り越え成長期に突入
ケーブルトレイで原発を支える

明石市

ケーブルトレイの設置例。トレイを支える架台やサポート材も設計します

設計部門だけを残して再スタート
　同社は主に原子力発電所で使われるケーブルトレイ
の設計を手がけています。原子力発電所の内部は何本も
の太いケーブルが密集しており、トレイは大きいものだ
と幅1m、深さ30cmに及びます。「現場に運んだトレイ
が少し長かったとしても、切断するスペースはありませ
ん。ぴたりとはまるようミリ単位の設計が求められま
す」と堀芳明社長は話します。
　同社の前身、1947年に創業した㈱堀工業所は、59年
から火力発電所のケーブルトレイの設計、製作、設置工
事を開始。70～80年代の原子力発電所の建設ラッシュ
で多忙を極めましたが、90年代に入り建設が落ち着くと
業績は低迷し、ついには廃業へ。しかし、得意先から「設
計部門だけでも残すべき」と説得され、2001年に同社
を設立します。「高齢の父に代わって私が社長となり、数
人の設計技術者が付いてきてくれました」
　発電所関連の案件を地道にこなす傍ら、構造解析や流
体解析等の各種解析、プラントエンジニアリングにも進
出。11年には大手ゼネコンに勤めていた長男の文平さん
が専務に就任し営業の先頭に立って得意先を開拓するな

ど、企業力は着実に高まっていきました。

組織が拡大する中で見えた課題
　2011年の東日本大震災をきっかけに、国内の原子力
発電所は運転停止や建設計画の中止、廃炉が相次ぎまし
た。ところが、22年2月にロシアのウクライナ侵攻が始
まったことで、エネルギーの安定供給の観点から原子力
の活用が見直されるようになります。
　「原発建設が増える」と踏んだ堀社長は、電気や配管等
の技術者の採用を進めて設置工事も積極的に請けるよう
に。「協力会社の中で、建設業許可を取れない一人親方を
中心に社員になってもらいました」と、今年上半期だけ
で50人以上が入社。さらに、6月には鉄骨加工会社を買
収しました。「トレイの設計、製作、工事。堀工業所時代の
一貫体制を取り戻すことが夢でした」
　昨年、金融機関に勧められ、ひょうご産業活性化セン
ターの「ひょうご中小企業技術・経営力評価制度」を利
用しました。「第三者に設計や解析の技術を高く評価さ
れたことで自信が持てました」。一方、社員急増に伴う組
織体制の整備を課題として指摘されたことを受け、来年
度の導入を目指し人事評価制度の策定を進めています。

制度利用の流れ
2024年4月 12月 25年3月 3月
必要書類を当セン
ターへ提出し、評価
手数料を振り込む

専門家が現地調査
とヒアリングを実施

当センターが開催す
る技術評価支援委
員会で承認

技術・経営力評
価報告書を発行
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平面で設計したものを3Dに変換して確認します 自社開発したサポート材

北海道に建設中の半導体工場のケーブルトレイの設置
工事を手がけるなど、発電所以外の受注も伸びてきまし
た。「会社を縮小させることは二度としたくありません。
あらゆる案件への対応力を高め、次代にバトンを渡すの
が私の務めです」と力強く語ります。

ジェイ・トレイ㈱
明石市樽屋町8-34　 T 078-920-9260
●代表取締役／堀芳明
●事業内容／技術解析、エンジニアリング
Ｈhttps://www.j-tray.co.jp

自 費 出 版
見  積  り  無  料

まずは電話かメールでお問合せください

TEL.078-362-7140
jihishuppan-kpc@kobe-np.co.jp

あなたの本を

「オーダーメイド」

だけ https://kobe-selfpub.jp

こちらから
▼

株式会社 神戸新聞総合印刷

ひょうご中小企業
技術・経営力評価制度

中小企業の技術力やノウハウ、成長性、経営力等
を評価し、担保に頼らない融資や経営改善を支
援します。製造業に限らず、信用保証協会の保
証対象業種の中小企業等は利用できます。

•�専門家による客観的な評価により、自社の「強み、弱
み」が分かります
•�新たな視点で事業改善のヒントが得られます
•�企業価値のPRや資金調達に活用できます
•�明らかになった課題に対し、当センターや各支援機関
が支援策を提案します

問ひょうご産業活性化センター成長支援課
Ｔ078-977-9077
制度の詳細についてはホームページをご覧ください

【評価手数料（企業負担額）】
標準評価型：7万円　オーダーメイド型：14万円

利用メリット
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ひょうご産業SDGs推進宣言企業を対象に、GX（グリーント
ランスフォーメーション）診断にかかる費用の一部を補助。
専門家による事業の省エネ状況の分析や、GX実現へのアド
バイスを受けられます。
対ひょうご産業SDGs推進宣言企業（認証企業を含む）
●補助対象＝（一財）省エネルギーセンター、省エネお助け
隊が提供する省エネ診断のうち該当するもの ※当センターホー
ムページで要確認

●補助率＝対象経費の1/2
●補助期間＝4月～来年1月
申問成長支援課 Ｔ078-977-9117

Ｅsdgs@staff .hyogo-iic.ne.jp
来年1月30日㊎までに所定の書類（ダウンロード
可）をEメール（添付ファイル）で送信 ※支給は年2回
予定（5月～9月受け付け分：10月、10月～1月受け付け分：2月）

中小企業等のSDGsへの取り組みを登録・集約し、広く社会
に公表することで活動を支援します。随時受け付け中。
対既にSDGsの取り組みを実施・公表している県内の中小
企業や産地組合、業界団体 ※その他要件あり
●登録企業のメリット
・登録証が交付されます
・ 当センターのホームページで企業名や取り組みが紹介さ
れます
・ 専用ロゴマークを使用できます

ひょうご産業活性化センター

日日時　所場所　対対象　定定員　￥料金
申申し込み先・方法　問問い合わせ先 
Ｔ電話番号　Ｆファクス番号　Ｅ Eメール

「GX診断補助金」
補助希望企業募集

「ひょうご産業SDGs推進宣言事業」
登録企業募集
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・ SDGsの推進に当たり、専門家派遣による経営支援を受
けられます（1/2負担、最多8回まで）
・ 兵庫県信用保証協会の保証料率の割引を受けられます
申問成長支援課 Ｔ078-977-9117
電子申請フォームから（ホームページから進んで
ください）

県内の団体・企業から募集したSDGsへの取り組みの中か
ら優秀なものを選出することで、取り組みのさらなる活性化
を図ります。応募は1件まで。
対 団体部門：NPO法人、一般社団法人・財団法人、公益社団
法人・財団法人、大学、任意団体、グループ、サークルなど

　企業部門：企業（個人事業主を含む）
●賞＝グランプリ（各部門1件、賞金10万円）、優秀賞（同4
件程度）
申問県SDGs推進課 Ｔ078-362-3579
Ｅsdgs@pref.hyogo.lg.jp
8月18日㊊までに所定の書類（ダウンロード可）
をEメール（添付ファイル）で送信

大学教養レベルの「一般コース」（1分野）、社会人の学び直
しの機会を提供する「リカレントコース」（2分野）の受講者
を募集します。
日9月初旬～12月中旬の平日18時30分～20時
所兵庫県中央労働センター（神戸市中央区）
●分野
一般：①社会・地域（全8回）
リカレント：②データサイエンス③AI活用実習（各全5回）
￥①②1万2,000円③7,500円
定①50人②③20人

申問（公財）ひょうご震災記念21世紀研究機構
Ｔ078-262-5713
8月18日㊊までにホームページの申し込み
フォームから

兵庫県
「ひょうごSDGsコンテスト」

ひょうご震災記念21世紀研究機構
「ひょうご講座2025」

関係機関

創業・新事業、経営改善、取引拡大、
DX化、SDGs等に
つながる支援メニュー
を発信中！

ひょうご産業活性化センター公式

ひょうご産業活性化センター通信「JUMP」は、中小企業地域資源
活用等促進事業の助成金を活用して作成したものです

ホームページ メールマガジン Facebook Instagram

個人事業税は個人で事業を営む人にかかる税です。個人
住民税は県民税と市町民税を併せて市町が課税し、徴収
する税です。給与所得者と65歳以上の年金受給者は給
与や年金から特別徴収され、それ以外の人は市町から送
付される納税通知書により原則として年4回に分けて納
めます。
個人事業税第1期分、個人住民税第2期分の納期限

9月1日㊊
※住民税の納期限は市町により異なる場合があります

問管轄の県税事務所、住所地の市・区役所、町役場

兵庫県・市町

昨年度から森林環境税（国税）が課税されています
（住民税均等割と併せて1人年額1,000円）。その
税収は県内の森林整備や、その担い手の育成など
に活用されます。

個人事業税・個人住民税の納税について
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「中小企業支援ネットひょうご」とは
さまざまな経営課題を抱える中小企業の応援を目
的に、中小企業支援機関や連携団体でつくるネッ
トワークです。各機関の強みを生かしながら、総
合的な支援を展開。DXやGX、SDGs等の新た
な経営課題の支援にも取り組んでいます。

がんばる企業を応援
「中小企業支援ネットひょうご」構成機関からのご案内

持続可能な社会を創る

プラットフォームに参加し、その活動を通して、さまざまな
メリットを得られます。

プラットフォームでの取り組みを、YouTubeで紹介してい
ます。

新産業創造研究機構（NIRO）は、地元の中堅・中小企業の皆さ
まへの支援活動を通して、地域の産業振興、経済活性化に取
り組んでいます。産業構造が大きく変化する中、特に高い成長
が見込まれる4分野「DX（ICT・ロボット）」「環境・エネルギー」
「健康・医療」「航空・宇宙、空飛ぶクルマ＆ドローン」と、特色あ
る「地域産業」を中心に、自らの変革によって躍進する企業の皆
さまを強力にサポートしています。

ドローン利活用の拡大・発展を目指し、ドローン事業者、ユーザー、県、国、自治体、商工会、大学等が連携したプラットフォームを運
営しています。ドローン産業の振興と経済の活性化を図り、ドローンビジネスの事業化をメンバーで検討・推進しています。
 参加メンバー163社（2025年6月現在）

（公財）新産業創造研究機構新産業創造による地域創生を目指して

活動・メリット 取り組み例

（公財）新産業創造研究機構（NIRO）
ドローン利活用プラットフォーム
神戸市中央区港島中町6-1 神戸商工会議所会館
T 078-306-6800 Ｆ078-306-6811
E Drone-info@niro.or.jp
H https://www.niro.or.jp

ドローンサービス産業 先進集団
「ドローン利活用プラットフォーム」

DX
（ICT・ロボット）

環境・
エネルギー

健康・医療

航空・宇宙
空飛ぶクルマ＆ドローン

参加申し込み・問い合わせ

空飛ぶクルマ＆ドローン

NIRO YouTubeチャンネル

支
援

情
報
交
換

情
報
発
信

1

4

7

2

5

8

3

6

9

技術支援など
総合サポート

最新情報の
紹介・交換

展示会に
プラットフォーム
拠点ブースを
設置

有識者を含む
ドローン業界
関係者
との交流

ホットな課題を
議論・チャレンジ

Webサイトで
メンバー情報を

紹介

国プロなど
補助金の
獲得支援

自治体・商工会と
情報共有・連携

ドローン業界の
要望を

国・自治体に
提案

メンバー
募集中！
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中小企業支援ネットひょうごでは、さらなる成長が見込める企業を
「成長期待企業」に選定し、複合的な支援をしています。このコー
ナーでは選定企業が誇る自慢の商品やサービスを紹介します。

㈱井上工具製作所の

㈱井上工具製作所　三木市大村397
Ｔ0794-82-9016　H https://magomitsu.com

⃝設立年：1984年　⃝代表取締役：井上善雄
⃝事業内容：作業用工具類、電動用衝撃工具類の製造・販売

ナガサワの看板商品「Kobe INK物語」専用のスタンド

老舗文具店の協力で誕生した
鍛造ボールペン

「鐵葛」の文房具

　同社は1911年に金物のまち、三木市で創業。大工道具を
製造する傍ら、10年前から「日常使いの鍛造品」をコンセ
プトに「鐵

くろがねかずら
葛」ブランドを展開し、昨年1月には初の文房具

としてボールペンを発売しました。「最初に鍛造のペン立
てを作り、それに合わせるペンが欲しくなったのがきっか
けです」と井上勝雄専務は話します。軸には、火縄銃で用い
られた「巻

まき
張
はり

」の技術を採用。1000℃以上に熱したステン
レスを鉄棒に巻き付けて成形します。
　「商品化のすべがなかった」と長らく試作段階で止まっ
ていましたが、2023年にひょうご産業活性化センターに

相談したところ、神戸市のナガサワ文具センターを紹介さ
れました。「初めて見てもらった時、『話になりません』と
返ってきました」と苦笑します。課題に挙がったのがバラ
ンスの悪さ。軸が長く重いため、重心が後ろにかかってい
ました。2カ月に1回のペースで神戸に通うこと1年。文具
のプロの指摘を一つずつクリアし、ついには販売が決定。
ペン立て、ペントレイ、定規も同時に商品化しました。
　ナガサワ文具センターとはビジネスパートナーの関係に
発展。今年6月には依頼された万年筆インクのスタンドを
完成させ、現在はレターオープナーの計画が進んでいます。

トレイに収まるボールペンと定規



https://www.hosyokyokai-hyogo.or.jp
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兵庫県信用保証協会では、創業や思い切った設備投資、早期の事業再生、円滑な事業承継な
どを後押しするため、経営者が保証人にならない取り扱いを推進しています。概要は以下の通
りです。ぜひ、ご利用ください。

経営者が保証人にならなくてよい制度
のご案内

経営者が保証人にならなくてよい制度【保証料上乗せなし】

経営者が保証人にならなくてよい制度【保証料上乗せあり】

パンフレットは
こちらから

【経営者保証に関するガイドライン（経保GL）に基づく取り扱い】

●事業者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度（国補助制度）
一定の財務要件等※1を全て満たす法人が、保証料を0.25％または0.45％上乗せ※2することにより、経営者を含め保証人な
しで資金調達ができる制度で、上乗せ保証料に対して、国が一部補助します。

●事業者選択型経営者保証非提供制度（横断的制度）
国補助制度の対象者が、国補助制度以外のさまざまな保証制度等※３を利用する際、上記※２と同様に保証料を上乗せす
ると保証人なしで事業資金が調達できます。ただし、この場合、国による補助はありません。
※３：一部適用できない制度等があります。

●スタートアップ創出促進保証制度（SSS保証）
創業者向けの保証制度（創業関連保証）の保証料率に0.2％上乗せ（上乗せ後年0.7％）すると、保証人なしで創業資金が調達
できます。なお、創業予定の方または税務申告1期未終了の方は、創業資金総額の1/10以上の自己資金が必要となります。

※１：①保証申込日直近2期の決算書等を申込金融機関に提出、②直近決算で代表者等への貸付等がなく役員報酬等も社会通念上相当、③
以下の❶❷いずれかに該当、④今後も決算書等の提出と②を継続する宣誓書を提出、⑤保証料上乗せで保証人を不要とする希望がある

（詳細は当協会ホームページ等でご確認ください）。
※２：❶❷いずれも満たす場合は0.25％、❶❷いずれかを満たす、または法人設立後2事業年度の決算がない場合は0.45％の上乗せとなります。

❶申込日の直前決算において債務超過でない
❷申込日の直前２期の決算において減価償却前経常利益が連続して赤字でない

【その他、目的などに応じた保証制度】

金融機関連携型
申込金融機関で経営者保証、保全の
いずれもないプロパー融資があり、
かつ一定の財務要件を満たす方

リードα（経営者保証不要プラン）
一定の要件を満たす場合、経営者保証なしで大口の資金
調達が可能となります。

事業承継特別保証制度
一定の要件を満たす場合、経営者保証なしで事業承継時
の資金調達が可能となります。

財務型

一定の財務要件を満たす方
※「財務要件型無保証人保証」の利用が必要

担保充足型
不動産の担保提供があり、保証金額
の100％以上の保全が図られてい
る方

保証限度額：8,000万円（セーフティネット保証4号または5号の場合は別枠で8,000万円）　
対象資金：運転資金、設備資金　　返済方法：一括または分割返済　　保証人・担保：不要
保証期間：一括返済の場合1年以内、分割返済の場合10年（うち据置1年）以内

制度概要

・令和7年4月1日～令和8年3月31日：0.10％相当額
・令和8年4月1日～令和9年3月31日：0.05％相当額

・事業を営んでいない個人で2カ月以内に会社を設立される方
・事業を営んでいない個人が設立して５年以内の会社 など

協会申込受付日と
保証料補助

対象となる方の一例



JUMP 9

県内中小企業の全産業・業種別の売上高（速報値）を公開中！ ひょうご企業業績

TKC近畿兵庫会神戸中央支部
広報委員 長野幸作

支払い時に「一括費用計上」できる
「短期前払費用の特例」

参考文献：「事務所通信2025年7月号」（TKC出版）

費用計上のルールは、「今期の費用は今期に、来期の費用は来期に」が原則です。翌年
分の地代家賃や火災保険料、保守点検料の前払いのように、期末時点でまだ提供を受
けていないサービスに対する支払いについては原則、支払った期は「前払費用」とし
て資産計上し、翌年以降サービスの提供を受けた時に費用計上します。ただし、例外と
して支払った日から1年以内にサービスの提供を受ける費用（短期前払費用）につい
ては、支払った期に一括して費用計上することができる「短期前払費用の特例」があ
ります。

本特例の適用には①～③を全て満たす必要があります。※法人税基本通達2-2-14
①法人が前払費用※注の額で、②その支払った日から１年以内に提供を受ける役務に係
るものを支払った場合において、③その支払った額に相当する金額を継続してその支
払った日の属する事業年度の損金の額に算入しているとき
※注） 一定の契約に基づき継続的に役務の提供を受けるために支出した費用のうち当期末においてまだ提供を受けてい

ない役務に対応するもの

税務上この制度は、企業会計において重要性が乏しいものは簡便な経理処理が許容さ
れる「重要性の原則」と同様の考えとされています。したがって、法人の事業に必要な
「重要な費用」は対象になりません。また、一定の契約に基づき毎期継続して適用する
必要があるので、「利益が出たので、当期はまとめて1年分を支払い、来期以降は継続
しない」といった利益調整とみられるような支払いには適用されません。
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